
【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 298,364,739,536   固定負債 145,520,054,145

    有形固定資産 289,686,893,760     地方債等 103,765,682,247

      事業用資産 74,339,886,372     長期未払金 -

        土地 32,633,127,349     退職手当引当金 3,420,610,872

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 38,333,761,026

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 11,798,671,984

        建物 92,347,998,127     １年内償還予定地方債等 9,750,107,593

        建物減価償却累計額 -54,220,997,035     未払金 731,342,189

        建物減損損失累計額 -     未払費用 2,554,937

        工作物 4,658,327,397     前受金 65,696,800

        工作物減価償却累計額 -2,209,679,754     前受収益 7,469,732

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 769,931,511

        船舶 934,500     預り金 132,358,034

        船舶減価償却累計額 -934,499     その他 339,211,188

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 157,318,726,129

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 308,726,996,499

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -144,248,591,722

        航空機 -   他団体出資等分 319,360,221

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 19,044,804

        その他減価償却累計額 -18,151,139

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,130,216,622

      インフラ資産 204,574,674,843

        土地 49,978,628,562

        土地減損損失累計額 -

        建物 8,342,515,923

        建物減価償却累計額 -4,023,947,374

        建物減損損失累計額 -

        工作物 301,771,798,844

        工作物減価償却累計額 -154,417,167,380

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 2,922,846,268

      物品 17,808,276,248

      物品減価償却累計額 -7,035,943,703

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 2,848,836,108

      ソフトウェア 7,061,078

      その他 2,841,775,030

    投資その他の資産 5,829,009,668

      投資及び出資金 458,557,764

        有価証券 128,103,371

        出資金 330,443,541

        その他 10,852

      長期延滞債権 444,899,000

      長期貸付金 59,028,985

      基金 4,898,984,637

        減債基金 -

        その他 4,898,984,637

      その他 81,210

      徴収不能引当金 -32,541,928

  流動資産 23,751,751,591

    現金預金 11,975,578,091

    未収金 640,814,642

    短期貸付金 408,795,000

    基金 9,953,461,963

      財政調整基金 4,180,443,860

      減債基金 5,773,018,103

    棚卸資産 221,335,592

    その他 585,086,149

    徴収不能引当金 -33,319,846

  繰延資産 - 純資産合計 164,797,764,998

資産合計 322,116,491,127 負債及び純資産合計 322,116,491,127

連結貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

    資産売却益 23,609,675

    その他 356,553,567

純行政コスト 89,780,637,912

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 147,874,156

  臨時利益 380,163,242

  臨時損失 316,784,674

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 168,910,518

    使用料及び手数料 4,844,746,500

    その他 2,184,115,100

純経常行政コスト 89,844,016,480

      社会保障給付 13,997,215,853

      その他 1,229,592,851

  経常収益 7,028,861,600

        その他 1,936,307,492

    移転費用 60,659,832,675

      補助金等 45,433,023,971

      その他の業務費用 2,861,514,627

        支払利息 854,489,210

        徴収不能引当金繰入額 70,717,925

        維持補修費 1,044,574,577

        減価償却費 10,865,347,889

        その他 4,025,381

        その他 362,538,830

      物件費等 22,118,337,838

        物件費 10,204,389,991

        職員給与費 10,103,347,554

        賞与等引当金繰入額 753,200,833

        退職手当引当金繰入額 14,105,723

  経常費用 96,872,878,080

    業務費用 36,213,045,405

      人件費 11,233,192,940

連結行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 161,654,576,811 309,923,355,887 -148,596,448,139 327,669,063

  純行政コスト（△） -89,780,637,912 -89,744,981,984 -35,655,928

  財源 92,001,909,258 91,973,969,910 27,939,348

    税収等 54,680,515,905 54,680,515,905 -

    国県等補助金 37,321,393,353 37,293,454,005 27,939,348

  本年度差額 2,221,271,346 2,228,987,926 -7,716,580

  固定資産等の変動（内部変動） -3,042,512,545 3,042,512,545

    有形固定資産等の増加 7,163,192,825 -7,163,192,825

    有形固定資産等の減少 -11,194,292,994 11,194,292,994

    貸付金・基金等の増加 2,237,461,166 -2,237,461,166

    貸付金・基金等の減少 -1,248,873,542 1,248,873,542

  資産評価差額 -2,292,768 -2,292,768

  無償所管換等 1,660,554,161 1,660,554,161

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 28,552,940 186,669,314 -157,524,112 -592,262

  その他 -764,897,492 1,222,450 -766,119,942

  本年度純資産変動額 3,143,188,187 -1,196,359,388 4,347,856,417 -8,308,842

本年度末純資産残高 164,797,764,998 308,726,996,499 -144,248,591,722 319,360,221

連結純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 118,578,331

本年度歳計外現金増減額 -13,222,024

本年度末歳計外現金残高 105,356,307

本年度末現金預金残高 11,975,578,091

財務活動収支 -3,354,572,105

本年度資金収支額 711,020,217

前年度末資金残高 11,155,285,286

比例連結割合変更に伴う差額 3,916,281

本年度末資金残高 11,870,221,784

    地方債等償還支出 12,244,798,146

    その他の支出 89,434,320

  財務活動収入 8,979,660,361

    地方債等発行収入 8,979,660,361

    その他の収入 -

    資産売却収入 508,684,200

    その他の収入 9,564,023

投資活動収支 -4,355,152,798

【財務活動収支】

  財務活動支出 12,334,232,466

    その他の支出 -

  投資活動収入 4,375,998,459

    国県等補助金収入 3,033,590,802

    基金取崩収入 205,399,506

    貸付金元金回収収入 618,759,928

  投資活動支出 8,731,151,257

    公共施設等整備費支出 6,836,895,082

    基金積立金支出 1,269,033,542

    投資及び出資金支出 8,470

    貸付金支出 625,214,163

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 347,254

  臨時収入 1,840,011,394

業務活動収支 8,420,745,120

【投資活動収支】

    税収等収入 53,474,857,368

    国県等補助金収入 33,731,500,367

    使用料及び手数料収入 5,082,038,628

    その他の収入 1,709,369,815

  臨時支出 347,254

    移転費用支出 60,714,573,205

      補助金等支出 45,359,595,943

      社会保障給付支出 13,997,215,853

      その他の支出 1,365,555,574

  業務収入 93,997,766,178

    業務費用支出 26,702,111,993

      人件費支出 11,089,635,001

      物件費等支出 11,429,190,201

      支払利息支出 854,489,210

      その他の支出 3,328,797,581

連結資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 87,416,685,198



１　重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　①　有形固定資産………………………………取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　ア　昭和59年度以前に取得したもの………再調達原価

　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　　イ　昭和60年度以後に取得したもの

　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価

　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価

　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　②　無形固定資産………………………………原則として取得原価

　　　ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

　　なお、一部の連結対象団体においては、原則、取得原価としています。

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

　①　満期保有目的有価証券……………………償却原価法（定額法）

　　ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。

　②　満期保有目的以外の有価証券

　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）

　　　ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。

　　イ　市場価格のないもの……………………取得原価（又は償却原価法（定額法））

　　　ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。

　③　出資金

　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）

　　　ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。

　　イ　市場価格のないもの……………………出資金額

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　①　原材料、商品等………先入先出法による原価法

　　　ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法による原価法によっています。

　②　販売用土地……………地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第 4 条第 2 項各号に掲げる方法

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法

　①　有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法

　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　　　建物　　３年～６０年

　　　　　工作物　１０年～６０年

　　　　　物品　　２年～１７年

　②　無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法

　　　（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

　③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が

　　　300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

　　　　………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法

　①　投資損失引当金

　　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と

　　　取得価額との差額を計上しています。

　②　徴収不能引当金

　　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　③　退職手当引当金

　　　期末自己都合要支給額を計上しています。

　④　損失補償等引当金

　　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた

　　　将来負担額を計上しています。

　⑤　賞与等引当金

　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する

　　　部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法

　①　ファイナンス・リース取引

　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　②　オペレーティング・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　連結資金収支計算書における資金の範囲

　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(8)　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

　　ただし、一部の連結対象団体については、税抜方式によっています。

(9)　連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理

　　決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っていますが、

　　決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っています。

２　偶発債務

(1)　係争中の訴訟等

　　係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。

注　記



　　　なし

３　追加情報

(1)　連結対象団体（会計）

　　団体（会計）名：ひたちなか・東海広域事務組合

　　区分：一部事務組合・広域連合

　　連結の方法：比例連結

　　団体（会計）名：茨城県市町村総合事務組合

　　区分：一部事務組合・広域連合

　　連結の方法：比例連結

　　団体（会計）名：茨城県後期高齢者医療広域連合

　　区分：一部事務組合・広域連合

　　連結の方法：比例連結

　　団体（会計）名：茨城県租税債権管理機構

　　区分：一部事務組合・広域連合

　　連結の方法：比例連結

　　団体（会計）名：公益財団法人　ひたちなか市生活・文化・スポーツ公社

　　区分：第三セクター等

　　連結の方法：全部連結

　　団体（会計）名：社会福祉法人　ひたちなか市社会福祉協議会

　　区分：第三セクター等

　　連結の方法：全部連結

　　団体（会計）名：ひたちなか海浜鉄道　株式会社

　　区分：第三セクター等

　　連結の方法：全部連結

　　連結の方法は次のとおりです。

　①　一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。

　②　第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している

　　　団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。

(2)　出納整理期間

　　地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した

　　後の計数をもって会計年度末の計数としています。

　　なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった

　　場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。


